
セーフティネットと地⽅⾃治体、
⽣活保護の⾏政は今

熊本市役所職員組合
⽩井 亨
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⾃⼰紹介

・熊本市役所勤務（５年⽬）
・熊本市ってどんなところ？

○⼈⼝ 約70万⼈
○⾯積 約390k㎡
○名物 ⾺刺し、⾟⼦蓮根
○名所 熊本城、阿蘇⼭
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⾃⼰紹介

組合活動をするようになった理由

職場の先輩に「出張⾏ける」と⾔われたから
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本⽇の講義の流れ

１．熊本の地震の状況について
２．⽣活保護制度について
３．データで⾒る⽣活保護の現状
４．仕事の内容について
５．⾃治労としての取組
６．質疑応答
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⽣活保護制度とは？

ざっくりいうと…

「最低限度の⽣活を送ることができない⼈が」
「お⾦をもらえる」制度
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どういう⼈が保護を受けられる？

最低⽣活費＝
「健康で⽂化的な最低限度の⽣活」
を送ることができる⾦額
（厚⽣労働⼤⾂が定めている）
（地域、年齢や世帯の⼈数等によって異なる）
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どういう⼈が保護を受けられる？

収 入

最 低 生 活 費

収 入

支給される保護費

保護が適用され
ないケース

保護が適用され
るケース
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みなさんは⽣活保護受給できる？

最低⽣活費の計算をしてみよう！
・⽣活扶助 ＝ 79,230円
・住宅扶助 ＝ 53,700円
・医療扶助 ＝ 医療費（現物⽀給）

最低⽣活費 ＝ 132,930円 + 医療費
収⼊がこの額以下なら受給できる！

最低生活費
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みなさんは⽣活保護受給できる？

結論 ＝ できない！可能性が⾼い

理由 ＝ 原則として⽣活保護は以下の要件を
満たす必要がある

１．資産を活⽤する
２．能⼒その他あらゆるものを活⽤する
３．扶養は⽣活保護に優先する
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データで⾒る⽣活保護の現状 11



データで⾒る⽣活保護の現状 12



データで⾒る⽣活保護の現状

反貧困ネットワークのホームページより
（⽣活保護の利⽤を推進する⽴場の団体）
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データで⾒る⽣活保護の現状
【不正受給の件数、⾦額】（H27年度のデータ）

○件数 … 43,938件
○⾦額 … 約170億円

【割合にすると…】
○件数 … 約2％（総受給者に占める件数の割合）

○⾦額 … 約0.44％（保護費総額に占める割合）

【計算の根拠】

⽣活保護受給者数 約214．3万⼈（世帯数は約164万）（被保護者調査（平成29年1⽉分概数）より）

⽣活保護費 ３兆8,000億円（H28年度当初予算）
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データで⾒る⽣活保護の現状 15



ケースワーカーの仕事

ケースワーカーとは？

⽣活保護業務の担当職員
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ケースワーカーの仕事

ケースワーカーは誰がなる？

地⽅公務員の上級事務職の⼈
（⾃治体の⼈事によるが、
ほとんどの⾃治体ではそうなっている）
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ケースワーカーの仕事

作成動画を流します
（１６分）
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⽣活保護⼿帳

⽣活保護⼿帳

根拠法令、処理基準を定めたもの
これがないと仕事にならない！
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⽣活保護⼿帳

⽣活保護＝法令受託事務
法令等に書いていないことはできない

かわいそうだからお⾦を⽀給する →×
〇〇が⼤事な気がするからやる →×
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保護⼿帳を⾒てみよう

⼿元のカメラで
スクリーンに保護⼿帳を映します。
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⽣活保護業務で⼤事なこと

⽣活保護受給者の
⾃⽴助⻑を
⽀援する

22



⽣活保護業務で⼤事なこと

⾃⽴助⻑って？

（例）
・⾼校進学
・安定した収⼊を得る
・健康な毎⽇を送る
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実際に⾃⽴助⻑した例

●⽀援できた例●

・⾃覚症状のない精神疾患を持っている男性
→ 夜中に騒ぐ、近隣住⺠にお⾦を無⼼する等

の問題⾏動
→ 説得して精神科への受診に繋げた
→ 投薬により病状が落ち着いている
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実際に⾃⽴助⻑した例
●⽀援できなかった例●
・⺟⼦家庭のこどもが⾼校中退
→就労せず、ブラブラ。ニートのような⽣活
→本⼈のためにも、なにか⽬標を持つよう説得
→アニメが好き。専⾨学校に⾏きたい。⽬標を聴取
→専⾨学校に⾏くために
⾼校卒業程度認定試験（⼤検）を勧める

→⼤検取得失敗。受験料がかかる。もう受験しない。
→担当交代となり、⽀援から離れる。
今も就労せずブラブラしている
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現場での悩み

・⾃⽴助⻑が⼤切
⾃⽴助⻑させるには時間がかかる

↓でも。。。

事務処理が多すぎて時間が割けない！
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⾃治労としての取り組み

⽣活保護になる前の段階で
対応する政策・施策への取り組み

・第⼆のセーフティネットの創設要求
→⽣活困窮者⾃⽴⽀援法の設⽴（Ｈ27.4.1施⾏）
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⾃治労としての取り組み

・⾃⽴相談⽀援事業
・住居確保給付⾦
・就労準備⽀援事業
・⼀時⽣活⽀援事業
・家計相談⽀援事業
・学習⽀援事業その他⽣
活困窮者の⾃⽴の促進
に必要な事業
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生活困窮者自立支援法

社会保険、労働政策

生活保護

第1のネット

第2のネット

第3のネット



⾃治労としての取り組み

現場を持つ⾃治労としての責任と役割

・・・現場を持つからこそ
わかることがある
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